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研究成果の概要（和文）： 本研究では、憲法学の立場から、2006 年の公益法人制度改革を取

り上げて、その公法的側面の考察を行った。本研究は、私法上の非営利団体制度（NPO 制度、

非営利法人制度、公益法人制度）が憲法上の「結社の自由」を実効的に保障する法制度である

との観点に立って、上記改革で新設された「一般社団法人制度」および「公益社団法人制度」

に原理的・理論的な考察を行うとともに、制度設計のための視点と論点の提示を行った。 

 

 
研究成果の概要（英文）： From the constitutional point of view, I gave a consideration to the 

reform of the association system carried out in 2006. Based on the fact that the association 

system in private law is related to the freedom of association protected by the constitution, 

I pointed out the problems and proposed the ideas for the new association system.  
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１．研究開始当初の背景 

（1）2006年公益法人制度改革の意義 

2006年の公益法人制度改革によって、わが

国の非営利法人制度・公益法人制度は、大き

な変貌を遂げた。これにより、従来公益法人

制度と中間法人制度が廃止され（整備法）、

新たに①一般社団法人・一般財団法人（一般

法人法）と②公益社団法人・公益財団法人（公
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益認定法）からなる新たな法人制度が設けら

れた。その中でも本研究が注目するのは、一

般法人法によって創設された「一般社団法人

制度」である。というのも、剰余金の分配を

目的としない非営利団体について、公益性の

有無にかかわらず、準則主義（登記のみ）に

よる簡便な法人格取得を認める一般社団法人

制度は、非営利団体の活動を支援し促進する

という点で、日本国憲法第21条が保障する「結

社の自由」を推進する法制度としての意味を

もつのではないか、と考えられるからである。 

（2）憲法学の対応 

ところが、公益法人制度改革論議において、

新たな非営利法人制度のあり方や税制上の優

遇措置などの問題については、民法・商法や

行政法・租税法の立場から多くの議論が交わ

されたものの、一般社団法人制度の導入にあ

たって、憲法論の視点からその意義や問題点

が論じられることはほとんどなかった。この

ことは、同じく非営利団体に広く法人格取得

の途を開いた1998年の特定非営利活動促進

法（いわゆる「NPO法」）および2001年の中

間法人法の制定時においてもあてはまる。つ

まり、これまで憲法学は、非営利法人制度の

問題について一貫して無関心であった。 

このように、憲法学では結社の自由が非営

利法人制度と関連することは、従来ほとんど

認識されていない。そこで、本研究が公益法

人制度改革を正面から取り上げて、憲法論の

視点から本格的に検討を加えることは、これ

まで憲法学の知らなかった問題領域を新たに

切り拓く重要な試みであると考えられる。 

 

２．研究の目的 

 本研究の全体構想は、憲法学の観点から非

営利団体法制を体系化し、わが国において「結

社法」という新たな法領域を開拓することで

ある。その問題関心は、「結社の自由」を実

効的に保障するためには、具体的な法制度ま

でを視野に入れる必要があるのではないか、

という点にある。 

 「結社法」の体系は、（Ⅰ）結社の内部活

動を規律する部分（存立規整法）と（Ⅱ）対

外関係に関わる部分（活動支援法）から構成

されると考えられる。本研究では、公益法人

制度改革で創設された新たな非営利法人制度

のなかから、とりわけ「結社の自由」とのか

かわりが深いと考えられる「一般社団法人」

と「公益社団法人」を取り上げて、「結社法」

という未成の法領域の一部を構築することが

課題となる。 

 

３．研究の方法 

 本研究が掲げる「結社法」構想は、フラン

ス公法学から着想を得たものである。フラン

スでは、結社の自由を一般的に認めた1901年

結社法の制定以来、非営利団体法制のあり方

は、私法上の法人制度としてのみならず、結

社の自由にかかわる問題として公法学におい

ても積極的に議論されてきた。したがって、

本研究では、比較法研究として、1901年法に

よる結社の自由保障を企図するフランス法の

あり方を検討することで、わが国の結社の自

由論のあり方に示唆を得るという手法をとる。

それは、具体的に以下の2つの点で有益である

と考えられるからである。 

 第1に、結社の自由の具体的な保障内容を示

してくれることである。フランスにおいて「結

社の自由」の観念は、1901年法が創設した結

社制度の解釈と運用によって形成されてきた。

このような法制度レベルでの具体的な議論が

活発に展開されてきたことにより、フランス

公法学では実に豊かな結社の自由論が展開さ

れている。 

 第2は、結社の自由保障における私法上の法

人制度の重要性を示してくれることである。



 

 

フランスでは「結社の自由」の観念が私法上

の具体的な法人制度を基礎として形成されて

きており、公法学での結社の自由論と私法上

の非営利団体論とは密接に関連している。実

際、フランスでは既に「非営利団体法（結社

法）」という体系書が存在しており、同分野

が公法・私法に関わる独自の学問領域として

確立している。これは、本研究の目的でもあ

る「結社法」構想に適合するものであり、こ

こにもフランス法を参照するメリットがある。 

 

４．研究成果 

 本研究の成果は、その内容に応じていくつ

かに分けることができる。以下ではそれぞれ

の内容について記すことにする。 

 

（1）「結社からの自由」の問題 

 非営利団体法の当事者である「個人」と「結

社」との関係について、フランス非営利団体

法を比較対象としつつ、結社の自由論の観点

から基礎的・原理的考察を行い（①）、そこ

で獲得した視点に基づき、わが国の法制度に

分析と分析を加えた（②）。 

① 第1に、憲法上の結社の自由保障の効果

には、個人の「結社からの自由」が含まれる

のではないかということである。これは、従

来の日本憲法学では必ずしも意識されてこな

かった点であるが、憲法が「個人」と「国家」

と並び「結社」の存在を承認していること、

そして、結社の存在はその構成員たる個人に

とって脅威になりうることを考えると、憲法

上の「結社の自由」から「結社からの自由」

が論理的に導かれるべきである。そして、「結

社からの自由」の具体的内容としては、フラ

ンス法からの示唆から、結社の団体的拘束か

らの個人の解放（脱退の自由の法理）、団体

自律権の濫用からの構成員の権利利益の保護

（統制処分の法理）があることを指摘した。 

 ② 第2に、「結社からの自由」の考え方は、

わが国の実定法にも見られることである。脱

退の自由の法理および統制処分の法理は、法

律・判例を通じて確立されてきており、今般

の公益法人制度改革で成立した一般社団・財

団法人法においても規定されている。これら

の法理は私人間に妥当するものであることか

ら、従来もっぱら私法の問題としてとらえら

れてきたが、本研究では、「結社からの自由」

の問題として憲法学の側からも検討されるべ

きことを指摘した。 

 

（2）「法人格取得権」の問題 

 フランス法からの知見を参考に、設立され

た非営利団体が簡便な方法で容易に法人格を

取得できることが、憲法21条の結社の自由の

保障内容に含まれることを指摘した。まず、

日本法分析の視座を獲得するために、フラン

ス法を検討した。そこでは、結社が法律上の

能力を取得できることが1901年法で明記さ

れていること（明文化）、学説がそれを「法

人格取得権」として位置づけていること（権

利化）、1971年の憲法院判決が、法人格取得

権に憲法的効力を承認したこと（憲法化）、

そして今日、学説がそれに実質的な理由づけ

を与えている（理論化）が確認された。その

うえで日本法を検討すると、公益法人制度改

革で導入された一般社団法人制度は、準則主

義（登記）のみによる法人格取得を認めてお

り、これは、結社の自由を具体化する法制度

であり、憲法的な意義を有するものであるこ

とを指摘した。 

 

（3）非営利法人・公益法人の活動を支える制

度的基盤について 

これについては、フランスで2008年に導入

された寄附基金法人制度（fonds de dotation）

の概要とその意義を検討した。これは、従来



 

 

の一般非営利社団（association）と財団

（fondation）からなる非営利法人制度に追加

される新たな法人類型であり、両者の利点を

取り込んだ形で非営利団体の財政支援を促進

する点で、理論的・実務的に重要な意義を有

する。また、「フランスの非営利法人制度比

較表」を作成・掲載しており、フランス非営

利法人制度の概要とその比較を容易に行える

ようにした。 

 

（4）非営利法人法の各論的研究――政党を素

材にして 

非営利法人制度の中から、とくに政党に対

する公的助成の問題を取り上げて、当該制度

が結社の自由の観点からどのように評価され

るべきかについて、いくつかの問題提起を行

った。この点、政党助成制度は、私的結社と

しての政党の活動の自由を促進する側面があ

る一方で、それに伴う様々な義務が結社の自

由を侵害する側面を含むことが確認された。

さらに、厳格な交付要件は、政党の新規参入

を困難にすることから、政党助成を受けられ

ない政党の政治活動を侵害する恐れがあり、

それゆえ結社の自由との関係で問題があるこ

とを指摘した。 
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